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ごあいさつ

　日増しに冷たさが増し朝夕めっきり肌寒く

なりましたが、株主の皆様には、ますますご

清祥のこととお慶び申し上げます。

　さて、当上半期のわが国経済は、小泉内閣の経済回復政策が

進められておりますが、依然として経済状況はよくならず景況感を

示す業況判断指数は一段と悪化しております。これは世界的な情

報技術（ＩＴ）産業の不振が幅広い業種に波及したことによると思

われますが、9月に発生しました米国での同時多発テロが企業心理

の悪化においうちをかけた状態となり、ますます不況感を深刻化さ

せたと考えます。今後の米国経済の状況によっては、大きく影響を

受けると思われる日本経済は先行きに危うさをはらんでいて予断を

許さない状況にあると思われます。

　このような状況のなか当住宅業界は、住宅購入資金の借入には

もっとも優遇された低金利下にありながら、景気低迷と先々の所得

見通しに不安感を持つ雇用環境のもと、新設住宅着工戸数が低

迷し、依然として厳しい状況が続いております。

　当社といたしましては、このような過去にない経済状況の悪化に

対し、企業収益確保に向け大幅な経営改革を実施しております。

具体的には、営業力の強化および生産効率の改善に取り組んで

おります。また、インドネシアのスラバヤに昨年12月に設立いたしまし

た木材加工会社ＰＴ．ＮＡＮＫＡＩ ＩＮＤＯＮＥＳＩＡは順調に立ち上

がり、9月20日にオープニングセレモニーを挙行いたしました。低迷す

る新設住宅着工戸数ではありますが、今後、需要が期待できる増改

築（リフォーム）分野に対応したオリジナル製品の開発および環境

問題に配慮した製品開発に傾注することにより、厳しい企業間競

争に勝ち残るとともに、安定した収益を確保していきたいと存じます。

　なお、当期より社長職を引き継いでおりますが、株主の皆様のご

期待にこたえるため、微力ながら専心努力する覚悟でございますので、

何卒ご支援ご鞭撻を賜わりますようお願い申しあげます。

平成13年12月

商 号

本 社

設 立

資 本 金

代 表 者

事 業 内 容
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南海プライウッド株式会社

〒760-0067香川県高松市松福町一丁目15番10号

電話　087（825）3615（代表）

Eメール　nankai-k@mail.netwave.or.jp

http://www.nankaiplywood.co.jp

昭和30年4月

21億21百万円

代表取締役社長　丸山　徹（まるやま  とおる）

建築内装材の製造・販売

郷東工場／〒761-8031

香川県高松市郷東町字乾新開796番地65

志度工場／〒769-2101

香川県大川郡志度町大字志度玉浦5388番地

物流センター／〒769-2314

香川県大川郡長尾町造田乙井字北山田170番地1

朝日新町保税倉庫／〒760-0064

香川県高松市朝日新町28番1号

会社概要 （平成13年9月30日現在）

自然と生活空間の調和

　　　　　――― 快適Life
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　当社は、「経営ならびに製品の独自性と安定成長」を基

本理念に、原材料仕入から生産・販売・開発に至る自社一

貫体制の強味と固有の木材加工技術を駆使して、他に例

を見ないオリジナル製品の開発により住宅内装材の総合メー

カーを目指しております。

　また当社は、「低ホルムアルデヒド」「床暖房」「バリアフリー」

「リフォーム」といった新たな市場ニーズを先取りした新製品

の開発により、日本の住宅文化への貢献を目指すとともに、

納税や雇用の確保および配当金等を通じた適正な利益配

分により、株主や従業員ならびに地域社会の発展に貢献す

べく、日々経営に取り組んでおります。

　なお、利益配当につきましては、長期的な視野に立ち、将

来の事業展開と財務体質の強化を考慮し、内部留保との

バランスを考えて安定的な配当を行なうことを基本としてお

ります。

　国内においてトップシェアを誇るラミネート天井板、新たな

市場の創造により成長著しい収納材および後発参入では

ありますが今後の注力分野である床材（シートフロアー）を事

業の3本柱と位置づけ、低迷する国内の住宅市場において

シェアの拡大ならびに収益の確保を目指していく方針であり

ます。

　また、東南アジアからの原材料調達に関しては、現地の子

会社ならびに協力工場に対して技術的および資金的援助

を行い、相互協力のもと長期的な友好関係を築き、質・量・

価格面での安定調達を実現しておりますが、今後はより一

層のコストダウンを図るため、海外において更に加工進捗度

をあげ、できるだけ完成品に近い形で日本に輸入できるよう、

国内外の生産体制を早急に整備していく所存であります。
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経営の基本方針

中長期的な会社の経営戦略

■売上高の推移

■経常利益の推移

単独連結

単独連結

７，５０１

６，５４１



　当中間期の業績

　国内の新設住宅着工は、長引く景気の低迷による所得や雇

用の先行き不安等を背景に、特に持ち家・戸建住宅を中心に落

ち込みが大きく、けん引役だった分譲住宅の増勢が止まったこと

も響いて、全体では前年同期比3.2％減の611千戸、持ち家にお

いては同13.4％減の204千戸と各 ２々期連続の減少となり、上

半期としては18年振りの低水準に終わりました。

　このような状況のもと、当社の連結業績は、木材関連事業、

電線関連事業等ともに苦戦を強いられ、売上高は7,501百万円

と前年同期比4.5％の減少となりました。

　また、利益面では、売上減少に伴う生産調整に加え、住宅仕

様の変化により、利益率の高い和室天井板の市場縮小が続く

ため、フロアーの拡販による売上増加はあったものの、売上原価

率は大幅に悪化しました。また、販売費及び一般管理費では新

たに設立したPT. NANKAI INDONESIAの初期運営費用も

加わり、営業利益は8百万円（前年同期比96.3％減）と大幅減

益になりました。

　一方、営業外収支では、不動産の賃貸収入等が加わりまし

たが、前中間期に退職給付会計への変更時差異として計上し

た86百万円の特別利益がなくなりましたため、経常利益、中間

純利益はそれぞれ48百万円（前年同期比84.2％減）、27百万

円（前年同期比88.6％減）となりました。

　財政状態について

　財政状態につきましては、役員退任慰労金の支出等がありま

したものの、売掛債権ならびに棚卸資産の減少等により借入金

は若干減少いたしました。また、昨年末にインドネシアに設立いた

しましたPT. NANKAI INDONESIAの敷地、建物及び生産設

備の取得に加え、老朽化のため改築中でありました賃貸不動産

の「南海常磐ビル」が完成いたしましたため、有形固定資産が

増加しております。
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当中間期の概況 ■セグメント別の連結売上高構成

■連結売上高の推移
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注）上記の連結売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高を消去した後の
　　金額にて表示しています。
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　当社は、住宅着工戸数の変動に業績が大きく左右される傾
向にあるため、今後予想されます住宅着工戸数の低迷下におき
ましても、外部環境に左右されずある程度の収益が確保できる
ようシェアの拡大を目指しており、住宅着工一戸当たりの販売
金額増加ということを経営上のひとつの指標として重要視して
います。

　事業の種類別セグメントの業績

●木材関連事業

　新設住宅の着工戸数が落ち込むなか、デフレ経済の進行と

低価格住宅拡販の影響を受け、建材メーカーに対する一層の

コストダウン要求を強いられる状況となり、販売価格の下落を招

きました。

　このような状況下、品揃えの充実により成長著しい床材（シー

トフロアー）では、前年同期比で40％を超える売上増を達成する

ことができましたが、住宅仕様の変化により市場が縮小基調に

ある主力の和室天井および他社参入により競争が激化してい

る収納材では、それぞれ15％と6％の売上減となりました。

　また、利益面では、利益率の高い天井板の売上減少の影響

やPT. NANKAI INDONESIAの初期運営費用の負担等があ

り、当セグメントの業績は売上高6,997百万円(前年同期比3.2％

減)、営業利益21百万円（同92.1％減）となりました。

●電線関連事業等

　公共投資の停滞に加え、個人消費の低迷を反映して民間建

設投資も依然として少ない状況のなか、価格競争の激化を助

長し、経営環境は大変厳しいものとなりましたが、収益改善諸施

策が功を奏し、当セグメントの業績は売上高1,006百万円（前年

同期比10.1％減）、営業損失8百万円（前年同期営業損失26

百万円）となりました。
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通期の見通し

重要視している経営指標

■新設住宅着工一戸当たりの木材関連事業の売上高推移
（単位：円）
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３，９００

天井材
収納材
その他製品
その他

注）売上高は、外部顧客に対する売上高であります。

　米国の同時多発テロ事件以降、国内景気や企業業績は急
速な悪化傾向を示しており、今後の国内の住宅市況についても、
さらに厳しい状況になるものと予想しております。
　このような状況のなか、木材関連事業では、製品の基材とし
て使用する南洋材合板を、すべて海外からの調達に切替える等、
大幅な機構改革を実施し、生産性の向上並びにコストの低減
に努めるとともに、電線関連事業等では、引き続き利益の計上
できる企業体質の構築を目指し努力してまいりますが、合板製
造工場の稼働停止に伴う加算退職金65百万円計上により、通

期では、連結売上高14,980百万円（前期比7.0％減）、営業利
益85百万円（前期比75.4％減）、経常利益175百万円（前期比
66.6％減）、当期純利益25百万円（前期比92.7％減）になるもの
と予想しております。
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　　　　　　 建築概要

名  称　 南海常磐ビル

場  所　 高松市常磐町2丁目13－4

土  地　 524ｍ2（158坪）

建  物　 鉄筋鉄骨コンクリート造り陸屋根9階建

　  　　 （事務所兼共同住宅）

　遊休資産の有効活用を目的に、

高松市内でも有数の好立地条件

下にありながら老朽化しておりま

した南海第一ビルを解体し改築

しておりましたが、このたび名称も

新しく「南海常磐ビル」として再生いたしました。このビルは、

9階建で1階から4階までを事務所用、5階から9階は床暖房

付の高級マンションとして賃貸いたします。なお、好立地条

件とリーズナブルな賃貸価格により事務所用、住居用ともに

完成と同時に満室となっております。

NANKAIPLYWOOD
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　家族のカタチやライフスタイルが多様化し、家に対する概念も一定ではなくなりつつある現代。住む

人の変化に合わせて柔軟に対応できる画期的な収納を開発、販売を開始しました。

　オープンスペースを好きな場所で間仕切ることができる新発想の収納材。納まり部分にクッション材

を使用することで、壁・天・床に加工キズをつけることなく施工でき、光ももらしません。しかも、キャス

ター付で楽に動かすことができるので、室内に異空間を作り出す半間仕切りや、単品で置き家具とし

て使うなど、住む人が自由な発想で室内空間をレイアウトできます。

南海可動間仕切り収納
WALLZET  MV （ウォールゼット  ムーブ）

収納材新商品のご紹介

News Release
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連結貸借対照表

資産の部 負債の部

少数株主持分

（単位：千円）

当中間連結会計年度
（平成１３年９月３０日現在）

前連結会計年度
（平成１３年３月３１日現在）

期別
科目

当中間連結会計年度
（平成１３年９月３０日現在）

前連結会計年度
（平成１３年３月３１日現在）

期別
科目

流動負債

支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
賞 与 引 当 金
繰 延 ヘ ッ ジ 利 益
その他の流動負債

固定負債

長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
その他の固定負債
負債合計

８，４４３，１２３

１，８４９，２８７
４，５５７，７００�
４４４，６８５�
３，６６８�
２８，６４４�
１１７，２４３
１，３１２，６５０
１２９，２４４�
１，８８３，６１５�
８７３，５５０�
３６６，０３６
５７８，８１０�
６５，２１８�

１０，３２６，７３８

７，５５６，６３０

１，４４８，５９９
４，２６７，７００�
４７２，５８４�
１２，２４７�
７６，４５４�
１５３，５４６
１，００７，０４４
１１８，４５３�
１，４９８，０１２�
８２４，７００�
３３２，０１１
８７，４７０�
２５３，８３０�
９，０５４，６４３

少数株主持分 ２９，７３２

資本の部

資本金

資本準備金

連結剰余金

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

自己株式

資本合計

負債、少数株主持分及び資本合計

２，１２１，０００�

１，８６５，９２０�

１１，８０９，７７３�

１１９，５７３

△３９，１０７
△２３０�

１５，８７６，９２８�

２６，２３３，３９９

３０，１８２

２，１２１，０００�

１，８６５，９２０�

１１，６９９，８５６�

１４２，７９６

４４，３６３

△２６１�
１５，８７３，６７５�

２４，９５８，５００

連結財務諸表

流動資産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

棚 卸 資 産

デリバティブ債権

その他の流動資産

貸 倒 引 当 金

固定資産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

資産合計

１３，２６０，７９７

１，４８８，９３８

６，７９４，３７２

３，５２０，２９２�

１，２８２，７４２

２０４，７５０�

△３０，２９８

１２，９７２，６０２�

１０，５４８，８３０

２，８４２，３４９

３，００８，９４１�

１５８，２４３�

４，２１０，５９２�

３２８，７０４�

２６５，２０７�

２，１５８，５６３

６３１，５０８�

６２，４４３�

１，５０１，１９８�

△３６，５８５�

２６，２３３，３９９

１１，５３３，０４５

６６１，４８４

６，２８４，２３２

３，１９４，８５１�

１，００７，０４４

４０４，６４４�

△１９，２１１

１３，４２５，４５４�

１０，８７９，０７５

３，２５０，１５９

２，８７１，４２１�

１４４，２７１�

４，６１０，４８１�

２，７４２�

３１０，０９２�

２，２３６，２８７

７５２，４６５�

４６，２５３�

１，４７４，０８６�

△３６，５１９�

２４，９５８，５００
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連結損益計算書 （単位：千円） 連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

期別
科目

売 上 高

売 上 原 価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前中間純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 失

中間純利益

７，８５４，７００

５，７０２，７８３�

２，１５１，９１７�

１，９１８，４０９�

２３３，５０７�

９４，２８９�

２１，５４６�

３０６，２５０�

１０２，４８１�

５３，２２１�

３５５，５１０�

７５，７７９�

４５，５４２�

９，７６１�

２４３，９５０

７，５０１，９６０

５，６０６，９４２�

１，８９５，０１８�

１，８８６，４９０�

８，５２７�

９２，０１９�

５２，１４４�

４８，４０２�

２２，３３４�

９３４�

６９，８０２�

１２，２０８�

３１，２０１�

１，５３３�

２７，９２６

連結剰余金計算書 （単位：千円）

当中間連結会計年度
平成１３年４月１日から
平成１３年９月３０日まで

前中間連結会計年度
平成１２年４月１日から
平成１２年９月３０日まで

当中間連結会計年度
平成１３年４月１日から
平成１３年９月３０日まで

前連結会計年度
平成１２年４月１日から
平成１３年３月３１日まで

期別
科目

連結剰余金期首残高

連結剰余金減少高

配 当 金

役 員 賞 与

中間（当期）純利益

連結剰余金中間期末（期末）残高

１１，６０２，２２１�

１３６，１４３�

１２１，１４３�

１５，０００

３４３，６９５�

１１，８０９，７７３

１１，８０９，７７３�

１３７，８４２�

１２１，１４２�

１６，７００

２７，９２６�

１１，６９９，８５６

期別
科目

３５５，５１０�

５２０，７７７�

△１３，８０５�
２０，６０１�

－�

△１，４２８，８２４�
△５８７，７２６�
１８３，０５５

△１５，０００
△７５０，０００
△２７６，５５６�

△１，９９１，９６７�
１５，７７３�

△１９，２７１�
△３６３，７２４�

△２，３５９，１８９�
�

△４，２００�
８６，０００�

△５，４８０�
△８３１，７１７�
△３１，６７６
△１２，５５５�
２９，３１７�

２９，６８３

△７４０，６２９�
�

２，９００，０００�

△４７，３７５�
△１３３�

△１２１，１４３�
２，７３１，３４７�

８，３１８

△３６０，１５２�
６６３，４３５�

６１，９５１

３６５，２３４

６９，８０２�

５１９，２７３�

△２１，９６９�
２３，４５２�

２８，３６３�

５１０，１３９�

３２５，４４０�

△４００，６８８�
△１６，７００
△１１，９８８
△５４１，５００�
４８３，６２４�

２１，９１１�

△２９，７５２�
△３，６２８�
４７２，１５５�

�

△３，６０１�
６，０００�

△８３，３３６�
△７３８，３３５�
△６９，７９１

－�

１５，８４０�

７６０

△８７２，４６３�
�

△７０，０００�
△２６８，８５０�

△３０�
△１２１，１４２�
△４６０，０２３�
３５，２７５

△８２５，０５４�
１，４８０，５３５�

－

６５５，４８０

当中間連結会計年度
平成１３年４月１日から
平成１３年９月３０日まで

前中間連結会計年度
平成１２年４月１日から
平成１２年９月３０日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益

減 価 償 却 費

受取利息及び受取配当金

支 払 利 息

為 替 差 損

売上債権の増（△）減額
棚卸資産の増（△）減額
仕入債務の増減（△）額
役 員 賞 与 の 支 払 額

差入保証金の増加額

そ の 他

小 計

利息及び配当金の受取額

利 息 の 支 払 額

法 人 税 等 の 支 払 額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出

定期預金の払戻しによる収入

投資有価証券の取得による支出

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出

長期貸付金の回収による収入

そ の 他

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金増減（△）額
長期借入金の返済による支出

自 己 株 式 の 減 少 額

配 当 金 の 支 払 額

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の減少額

現金及び現金同等物期首残高

新規連結子会社の現金及び現金同等物期首残高

現金及び現金同等物中間期末残高
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貸借対照表の要旨

資産の部 負債の部

資本の部

（単位：百万円）

損益計算書の要旨 （単位：百万円）

個別財務諸表

科目

流動資産

現 金 ・ 預 金
受取手形・売掛金
棚 卸 資 産
そ の 他

固定資産

有形固定資産

建 物
機 械 装 置
土 地 ・ そ の 他

無形固定資産

投資等

投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
そ の 他
資産合計

１１，６７６

６２３�
５，７１２�
３，３１１�
２，０２９�
１３，３５６�

９，８９０�

２，５３３�
２，７８８�
４，５６８�
１３４�

３，３３１�

６０８�
１，３７７�
１，３４５�
２５，０３３

１０，５４８

２９７�
５，４１８�
２，９７２�
１，８６０�
１３，３２６�

９，６７６�

２，８４５�
２，５１３�
４，３１７�
１８８�

３，４６１�

７０３�
４６�

２，７１２�
２３，８７５

当中間期
（平成１３年９月３０日現在）

前期
（平成１３年３月３１日現在）

期別
科目

流動負債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
そ の 他

固定負債
長 期 借 入 金
そ の 他
負債合計

７，５１９
５２５�
４３８�
４，５４０�
４３７
１，５７８�
１，７５２�
７８０�
９７２
９，２７２

６，８１６
５３４�
２６９�
４，２５０�
４１８
１，３４４�
１，３７９�
７４０�
６３９
８，１９６

当中間期
（平成１３年９月３０日現在）

前期
（平成１３年３月３１日現在）

期別

科目

営 業 収 益
営 業 費 用
営 業 利 益

営 業 外 収 益
営 業 外 費 用
経 常 利 益

特 別 利 益
特 別 損 失
税引前中間利益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

中 間 利 益

前 期 繰 越 利 益
中間未処分利益

期別 当中間期
平成１３年４月１日から
平成１３年９月３０日まで

前中間期
平成１２年４月１日から
平成１２年９月３０日まで

地域別分布状況

九　州
７５単元

０．７６％（１９名）

中　国
８９単元

０．９１％（２６名）

四　国
７，７５６単元

７８．９０％（３８９名）

近　畿
５２５単元

５．３４％（１５２名） 海　外
４７０単元

４．７８％（６名）

中　部
２０４単元

２．０８％（９９名）

関　東
６９９単元

７．１１％（１２２名）

東　北
１０単元

０．１０％（７名）

北海道
２単元

０．０２％（１名）

資本金
法定準備金
剰余金
［うち中間（当期）利益］
評価差額金
自己株式

資本合計
負債・資本合計

２，１２１�
１，９５７�
１１，５６５�
２８５�
１１６
－

１５，７６１�
２５，０３３

２，１２１�
１，９７１�
１１，４４７�

３４�
１３８

△０
１５，６７８�
２３，８７５

６，７９９
６，５９１�
２０８�

７３�
３７�
２４４�

１１９�
５３�
３１１�
６４�
６５�
１８０�

７７
２５８

６，５４１
６，５３１�
１０�

８５�
４４�
５１�

２３�
０�
７３�
１０�
２８�
３４�

７２
１０７

［　　］［００］
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取 締 役 会 長

代表取締役社長

代表取締役専務

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

丸 山 　 修

丸 山 　 徹

山 口 時 弘

嶋 内 幸 秀

根ケ山　敏

河 田 豊 久

植 田 幹 夫

立 花 俊 憲

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

監 査 役

横 田 幸 雄

小 紅 正 晴

田 井 雅 士

濱 野 　 勝

武 政 俊 明

水 野 　 正

大 川 俊 徳

岩 部 達 雄

会社が発行する株式の総数�・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０，０００，０００株

発行済株式総数�・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０，０９５，８００株

株主総数�・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８９９名（前期末比２名減）

株式の状況

総数

大株主

所有単元数別分布状況 所有者別分布状況

（平成１３年９月３０日現在）
（平成１３年９月３０日現在）

（平成１３年９月３０日現在）

従業員の状況

ただし、株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる。

株主名 所有株式数 所有割合

南海興産株式会社

財団法人南海育英会

株式会社百十四銀行

丸 山 　 修

株式会社愛媛銀行

南海プライウッド従業員持株会

株式会社百十四ディーシーカード

北 中 照 夫

武 政 俊 明

３，０９３，０９０株

１，５４５，５００　�

５０４，７９０　�

３７４，０００　�

３４４，３１５　�

２４３，１００　�

２２４，４５０　�

１２８，７００　�

１２０，０００　�

７９，４５０　

３０．６４％

１５．３１　�

５．００　�

３．７０　�

３．４１　�

２．４１　�

２．２２　�

１．２７　�

１．１９　�

０．７９　

ボストンセーフデポズィット　ビーエスディーティー
トリーティー　クライアンツ　オムニバ

役　員

区分 従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

男

女

合計

１０．２年

１１．４年

１０．７年

３４．４歳

４１．０歳

３７．０歳

１７名増

１１名減

０６名増

３００名

２０５名

５０５名

１００単元以上
６，５７５単元

６６．８８％（９名）

金融機関
９２０単元

９．３６％（７名）

証券会社
１５単元

０．１５％（３名）

その他国内法人
５，４０３単元

５４．９７％（８５名）

外国人等
４７０単元

４．７８％（６名）

個人その他
３，０２２単元

３０．７４％（７２０名）
１０単元以上
１，６５４単元

１６．８３％（６４名）

１単元以上
１，６０１単元

１６．２９％（７４８名）

決 算 期

定時株主総会

名義書換代理人

名義書換取扱場所

同 取 次 所

上場証券取引所

公告掲載新聞

3月31日

6月下旬

株式会社だいこう証券ビジネス

〒541-8583

大阪市中央区北浜二丁目4番6号

株式会社だいこう証券ビジネス

本社証券代行部

電話　06（6233）4555（代表）

株式関係手続用紙請求先

　・電話　06（6233）4560

　・インターネットホームページ　http://www.daiko-

sb.co.jp

株式会社だいこう証券ビジネス　全国各支社

株式会社大阪証券取引所　市場第二部

（証券コード　7887）

日本経済新聞

株主メモ



自然と生活空間の調和

　　　　　――― 快適Life


